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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　結晶軸を有する圧電体層と、
　前記圧電体層上に設けられているＩＤＴ電極と、
を備え、
　弾性波伝搬方向を第１の方向とし、前記第１の方向に直交する方向を第２の方向とした
ときに、前記圧電体層の前記結晶軸が、前記圧電体層の厚み方向に対して前記第２の方向
に傾斜しており、
　前記ＩＤＴ電極が、互いに対向する第１のバスバー及び第２のバスバーと、前記第１の
バスバーに一端が接続された複数の第１の電極指と、前記第２のバスバーに一端が接続さ
れており、かつ前記複数の第１の電極指と間挿し合っている複数の第２の電極指と、を有
し、
　前記第１の電極指と前記第２の電極指とが前記第１の方向において重なり合っている部
分が交叉領域であり、前記交叉領域が、前記第２の方向における中央側に位置している中
央領域と、前記中央領域の前記第１のバスバー側に配置されており、かつ前記中央領域に
おける音速より音速が低い第１の低音速領域と、前記中央領域の前記第２のバスバー側に
配置されており、かつ前記中央領域における音速より音速が低い第２の低音速領域と、を
有し、
　前記第１の低音速領域及び前記第２の低音速領域が、前記第１の電極指の構成、前記第
２の電極指の構成、並びに前記第１の電極指及び前記第２の電極指以外の構成のうち少な
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くともいずれかの構成である追加的構成を有し、
　前記第１の低音速領域における前記追加的構成と、前記第２の低音速領域における前記
追加的構成とにおいて、前記第１の方向に沿う寸法、前記第２の方向に沿う寸法、厚み、
平面視における形状、または前記第１の方向に沿って設けられている頻度が異なる、弾性
波装置。
【請求項２】
　前記中央領域における音速より音速が高い第１の高音速領域及び第２の高音速領域が構
成されており、
　前記第１の低音速領域が、前記中央領域と前記第１の高音速領域との間に位置しており
、前記第２の低音速領域が、前記中央領域と前記第２の高音速領域との間に位置している
、請求項１に記載の弾性波装置。
【請求項３】
　前記第１の低音速領域において、前記ＩＤＴ電極上に第１の質量付加膜が設けられてお
り、前記第２の低音速領域において、前記ＩＤＴ電極上に第２の質量付加膜が設けられて
おり、
　前記第１の質量付加膜及び前記第２の質量付加膜において、前記第１の方向、前記第２
の方向及び厚み方向のうち少なくとも一方の方向に沿う寸法が異なる、請求項１または２
に記載の弾性波装置。
【請求項４】
　前記圧電体層上に、前記ＩＤＴ電極を覆うように設けられている誘電体膜をさらに備え
る、請求項１～３のいずれか１項に記載の弾性波装置。
【請求項５】
　前記中央領域における前記誘電体膜の厚みと、前記第１の低音速領域及び前記第２の低
音速領域における前記誘電体膜の厚みとが異なり、かつ前記第１の低音速領域における前
記誘電体膜の厚みと前記第２の低音速領域における前記誘電体膜の厚みとが異なる、請求
項４に記載の弾性波装置。
【請求項６】
　前記第１の低音速領域において、前記誘電体膜中に第３の質量付加膜が埋め込まれてお
り、前記第２の低音速領域において、前記誘電体膜中に第４の質量付加膜が埋め込まれて
おり、
　前記第３の質量付加膜及び前記第４の質量付加膜において、前記第１の方向、前記第２
の方向及び厚み方向のうち少なくとも一方の方向に沿う寸法が異なる、請求項４または５
に記載の弾性波装置。
【請求項７】
　前記第１の電極指及び前記第２の電極指の前記第１の方向に沿う寸法を幅としたときに
、前記第１の電極指及び前記第２の電極指のうち少なくとも一方が、前記第１の低音速領
域に位置する部分において、前記中央領域に位置する部分よりも幅が広い第１の幅広部を
有し、前記第１の電極指及び前記第２の電極指のうち少なくとも一方が、前記第２の低音
速領域に位置する部分において、前記中央領域に位置する部分よりも幅が広い第２の幅広
部を有する、請求項１～６のいずれか１項に記載の弾性波装置。
【請求項８】
　前記第１の幅広部及び前記第２の幅広部において、前記第１の方向及び前記第２の方向
のうち少なくとも一方の方向に沿う寸法が異なる、請求項７に記載の弾性波装置。
【請求項９】
　高音速材料層をさらに備え、
　前記高音速材料層を伝搬するバルク波の音速が、前記圧電体層を伝搬する弾性波の音速
よりも高く、
　前記高音速材料層上に直接的または間接的に前記圧電体層が設けられている、請求項１
～８のいずれか１項に記載の弾性波装置。
【請求項１０】
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　前記高音速材料層と前記圧電体層との間に設けられている低音速膜をさらに備え、
　前記低音速膜を伝搬するバルク波の音速が、前記圧電体層を伝搬するバルク波の音速よ
りも低い、請求項９に記載の弾性波装置。
【請求項１１】
　前記高音速材料層が高音速支持基板である、請求項９または１０に記載の弾性波装置。
【請求項１２】
　支持基板をさらに備え、
　前記高音速材料層が、前記支持基板と前記低音速膜との間に設けられている高音速膜で
ある、請求項１０に記載の弾性波装置。
【請求項１３】
　支持基板と、
　前記支持基板上に設けられている音響反射膜と、
をさらに備え、
　前記音響反射膜が、相対的に音響インピーダンスが高い高音響インピーダンス層と、相
対的に音響インピーダンスが低い低音響インピーダンス層と、を有し、前記高音響インピ
ーダンス層及び前記低音響インピーダンス層が交互に積層されており、
　前記音響反射膜上に前記圧電体層が設けられている、請求項１～８のいずれか１項に記
載の弾性波装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、弾性波装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、弾性波装置は携帯電話機のフィルタなどに広く用いられている。下記の特許文献
１には、ピストンモードを利用する弾性波装置の一例が開示されている。この弾性波装置
は、音速が低いエッジ領域を有する。より詳細には、エッジ領域は、ＩＤＴ電極（Ｉｎｔ
ｅｒ　Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｔｒａｎｓｄｕｃｅｒ）の隣り合う電極指が弾性波伝搬方向にお
いて重なり合っている領域内において、電極指の延伸方向両端に位置する。このエッジ領
域における電極指の幅が広くされ、またはエッジ領域において電極指上に質量付加用の誘
電体膜が設けられることなどにより、エッジ領域の音速が低くされている。これにより、
横モードリップルの抑制が図られている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１２－１８６８０８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　弾性波装置の圧電基板として、結晶軸が厚み方向に対して傾斜した圧電基板が用いられ
る場合がある。結晶軸が、圧電基板の厚み方向に対して電極指の延伸方向に傾斜している
場合には、電極指の延伸方向における変位分布が非対称となる。このように変位分布が非
対称な場合においては、ピストンモードを利用する従来の弾性波装置では、横モードを十
分に抑制することは困難であった。
【０００５】
　本発明の目的は、横モードを効果的に抑制することができる、弾性波装置を提供するこ
とにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明に係る弾性波装置は、結晶軸を有する圧電体層と、前記圧電体層上に設けられて
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いるＩＤＴ電極とを備え、弾性波伝搬方向を第１の方向とし、前記第１の方向に直交する
方向を第２の方向としたときに、前記圧電体層の前記結晶軸が、前記圧電体層の厚み方向
に対して前記第２の方向に傾斜しており、前記ＩＤＴ電極が、互いに対向する第１のバス
バー及び第２のバスバーと、前記第１のバスバーに一端が接続された複数の第１の電極指
と、前記第２のバスバーに一端が接続されており、かつ前記複数の第１の電極指と間挿し
合っている複数の第２の電極指とを有し、前記第１の電極指と前記第２の電極指とが前記
第１の方向において重なり合っている部分が交叉領域であり、前記交叉領域が、前記第２
の方向における中央側に位置している中央領域と、前記中央領域の前記第１のバスバー側
に配置されており、かつ前記中央領域における音速より音速が低い第１の低音速領域と、
前記中央領域の前記第２のバスバー側に配置されており、かつ前記中央領域における音速
より音速が低い第２の低音速領域とを有し、前記第１の低音速領域の構成と前記第２の低
音速領域の構成とが非対称である。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明に係る弾性波装置によれば、横モードを効果的に抑制することができる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】図１は、本発明の第１の実施形態に係る弾性波装置の平面図である。
【図２】図２は、図１中のＩ－Ｉ線に沿う断面図である。
【図３】図３は、本発明の第１の実施形態及び比較例のインピーダンス周波数特性を示す
図である。
【図４】図４は、本発明の第１の実施形態及び比較例のリターンロスを示す図である。
【図５】図５は、図４の拡大図である。
【図６】図６は、本発明の第１の実施形態の第１の変形例に係る弾性波装置の平面図であ
る。
【図７】図７は、本発明の第１の実施形態の第２の変形例におけるＩＤＴ電極の一対の電
極指付近を示す平面図である。
【図８】図８は、本発明の第１の実施形態の第３の変形例に係る弾性波装置の断面図であ
る。
【図９】図９は、本発明の第１の実施形態の第４の変形例におけるＩＤＴ電極の一対の電
極指付近を示す平面図である。
【図１０】図１０は、本発明の第１の実施形態の第５の変形例に係る弾性波装置の平面図
である。
【図１１】図１１は、本発明の第１の実施形態の第６の変形例に係る弾性波装置の断面図
である。
【図１２】図１２は、本発明の第１の実施形態の第７の変形例に係る弾性波装置の断面図
である。
【図１３】図１３は、本発明の第１の実施形態の第８の変形例に係る弾性波装置の断面図
である。
【図１４】図１４は、本発明の第１の実施形態の第９の変形例に係る弾性波装置の断面図
である。
【図１５】図１５は、本発明の第２の実施形態におけるＩＤＴ電極の一対の電極指付近を
示す平面図である。
【図１６】図１６は、本発明の第２の実施形態の変形例におけるＩＤＴ電極の一対の電極
指付近を示す平面図である。
【図１７】図１７は、本発明の第３の実施形態に係る弾性波装置の断面図である。
【図１８】図１８は、本発明の第４の実施形態に係る弾性波装置の断面図である。
【図１９】図１９は、本発明の第４の実施形態におけるＩＤＴ電極の一対の電極指付近を
示す平面図である。
【図２０】図２０は、本発明の第４の実施形態の第１の変形例におけるＩＤＴ電極の一対
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の電極指付近を示す平面図である。
【図２１】図２１は、本発明の第４の実施形態の第２の変形例に係る弾性波装置の断面図
である。
【図２２】図２２は、本発明の第５の実施形態に係る弾性波装置の平面図である。
【図２３】図２３は、本発明の第５の実施形態に係る弾性波装置の断面図である。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　以下、図面を参照しつつ、本発明の具体的な実施形態を説明することにより、本発明を
明らかにする。
【００１０】
　なお、本明細書に記載の各実施形態は、例示的なものであり、異なる実施形態間におい
て、構成の部分的な置換または組み合わせが可能であることを指摘しておく。
【００１１】
　図１は、本発明の第１の実施形態に係る弾性波装置の平面図である。図２は、図１中の
Ｉ－Ｉ線に沿う断面図である。図１以降の平面図においては、後述する質量付加膜の一部
をハッチングにより示すことがある。図２以降の断面図においては、質量付加膜の一部を
、他の部分とは異なるハッチングにより示すことがある。
【００１２】
　図１に示すように、弾性波装置１は圧電性基板２を有する。本実施形態の圧電性基板２
は、圧電体層のみからなる圧電基板である。より具体的には、圧電性基板２は圧電単結晶
基板であり、図２に示すように、結晶軸Ｚを有する。圧電性基板２の材料としては、例え
ば、ニオブ酸リチウムまたはタンタル酸リチウムなどの圧電単結晶を用いることができる
。なお、圧電性基板２は、圧電体層を含む積層体であってもよい。この場合には、圧電体
層が結晶軸Ｚを有していればよい。
【００１３】
　図１に戻り、圧電性基板２上にはＩＤＴ電極３が設けられている。ＩＤＴ電極３に交流
電圧を印加することにより、弾性波が励振される。圧電性基板２上におけるＩＤＴ電極３
の弾性波伝搬方向両側には、反射器１０Ａ及び反射器１０Ｂが設けられている。本実施形
態の弾性波装置１は弾性波共振子である。もっとも、本発明に係る弾性波装置１は弾性波
共振子には限定されず、複数の弾性波共振子を有するフィルタ装置などであってもよい。
【００１４】
　ここで、弾性波伝搬方向を第１の方向ｄ１とし、第１の方向ｄ１に直交する方向を第２
の方向ｄ２とする。図２に示すように、圧電性基板２の結晶軸Ｚは、圧電性基板２の厚み
方向に対して第２の方向ｄ２に傾斜している。もっとも、結晶軸Ｚは第２の方向ｄ２に傾
斜していればよく、同時に第１の方向ｄ１に傾斜していてもよい。
【００１５】
　図１に示すように、ＩＤＴ電極３は、対向し合う第１のバスバー４及び第２のバスバー
５を有する。ＩＤＴ電極３は、第１のバスバー４にそれぞれ一端が接続されている複数の
第１の電極指６を有する。さらに、ＩＤＴ電極３は、第２のバスバー５にそれぞれ一端が
接続されている複数の第２の電極指７を有する。複数の第１の電極指６と複数の第２の電
極指７とは互いに間挿し合っている。
【００１６】
　ＩＤＴ電極３、反射器１０Ａ及び反射器１０Ｂは、複数の金属層が積層された積層金属
膜からなっていてもよく、単層の金属膜からなっていてもよい。
【００１７】
　ＩＤＴ電極３において、第１の電極指６と第２の電極指７とが第１の方向ｄ１において
重なり合っている部分は、交叉領域Ａである。交叉領域Ａは、第２の方向ｄ２における中
央側に位置している中央領域Ｂを有する。
【００１８】
　交叉領域Ａは、中央領域Ｂの第１のバスバー４側に配置されている第１のエッジ領域Ｃ
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ａと、中央領域Ｂの第２のバスバー５側に配置されている第２のエッジ領域Ｃｂとを有す
る。第１のエッジ領域Ｃａにおいて、第１の電極指６上及び第２の電極指７上にそれぞれ
第１の質量付加膜８が設けられている。それによって、第１のエッジ領域Ｃａにおいて、
中央領域Ｂにおける音速よりも音速が低い、第１の低音速領域が構成されている。
【００１９】
　他方、第２のエッジ領域Ｃｂにおいて、第１の電極指６上及び第２の電極指７上にそれ
ぞれ第２の質量付加膜９が設けられている。それによって、第２のエッジ領域Ｃｂにおい
て、中央領域Ｂにおける音速よりも音速が低い、第２の低音速領域が構成されている。
【００２０】
　本実施形態においては、反射器１０Ａ上及び反射器１０Ｂ上にも、第１の質量付加膜８
及び第２の質量付加膜９が設けられている。第２の方向ｄ２において、反射器１０Ａ上及
び反射器１０Ｂ上における第１の質量付加膜８の位置は、ＩＤＴ電極３上における第１の
質量付加膜８の位置と同じである。同様に、第２の方向ｄ２において、反射器１０Ａ上及
び反射器１０Ｂ上における第２の質量付加膜９の位置は、ＩＤＴ電極３上における第２の
質量付加膜９の位置と同じである。なお、反射器１０Ａ上及び反射器１０Ｂ上には、第１
の質量付加膜８及び第２の質量付加膜９は設けられていなくともよい。
【００２１】
　第１の質量付加膜８及び第２の質量付加膜９の材料としては、適宜の金属または誘電体
を用いることができる。本実施形態においては、第１の質量付加膜８及び第２の質量付加
膜９は同じ材料からなる。
【００２２】
　図２に示すように、第１の質量付加膜８の第２の方向ｄ２に沿う寸法は、第２の質量付
加膜９の第２の方向ｄ２に沿う寸法よりも大きい。なお、図２においては、第１の質量付
加膜８における、第１の質量付加膜８の寸法が第２の質量付加膜９の寸法よりも大きい部
分を、他の部分とは異なるハッチングにより示す。このように、本実施形態においては、
第１の低音速領域の構成と第２の低音速領域の構成とが非対称である。
【００２３】
　ここで、中央領域Ｂにおける音速をＶ１とし、第１の低音速領域における音速をＶ２ａ
とし、第２の低音速領域における音速をＶ２ｂとしたときに、Ｖ２ａ＜Ｖ１かつＶ２ｂ＜
Ｖ１である。本実施形態では、第１の質量付加膜８及び第２の質量付加膜９の材料及び厚
みは同じなので、Ｖ２ａ＝Ｖ２ｂ＜Ｖ１である。
【００２４】
　なお、第１のエッジ領域Ｃａにおいては、例えば、複数の第１の電極指６上及び複数の
第２の電極指７上のうち一方に第１の質量付加膜８が設けられていてもよい。同様に、第
２のエッジ領域Ｃｂにおいて、例えば、複数の第１の電極指６上及び複数の第２の電極指
７上のうち一方に第２の質量付加膜９が設けられていてもよい。
【００２５】
　図１に戻り、ＩＤＴ電極３は、第１のエッジ領域Ｃａの、第２の方向ｄ２における外側
に配置されている第１の外側領域Ｄａを有する。さらに、ＩＤＴ電極３は、第２のエッジ
領域Ｃｂの第２の方向ｄ２における外側に配置されている第２の外側領域Ｄｂを有する。
第１のエッジ領域Ｃａは、中央領域Ｂと第１の外側領域Ｄａとの間に位置している。第２
のエッジ領域Ｃｂは、中央領域Ｂと第２の外側領域Ｄｂとの間に位置している。本実施形
態では、第１の外側領域Ｄａは、第１のエッジ領域Ｃａと第１のバスバー４との間に位置
している。第２の外側領域Ｄｂは、第２のエッジ領域Ｃｂと第２のバスバー５との間に位
置している。
【００２６】
　第１の外側領域Ｄａにおいては、第１の電極指６及び第２の電極指７のうち第１の電極
指６のみが設けられている。第２の外側領域Ｄｂにおいては、第１の電極指６及び第２の
電極指７のうち第２の電極指７のみが設けられている。それによって、中央領域Ｂにおけ
る音速よりも第１の外側領域Ｄａ及び第２の外側領域Ｄｂにおける音速が高くなっている
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。第１の外側領域Ｄａ及び第２の外側領域Ｄｂにおける弾性波の音速をＶ３としたときに
、Ｖ１＜Ｖ３である。このように、第１の外側領域Ｄａにおいて第１の高音速領域が構成
されており、第２の外側領域Ｄｂにおいて第２の高音速領域が構成されている。
【００２７】
　各音速の関係は、Ｖ２ａ＝Ｖ２ｂ＜Ｖ１＜Ｖ３となっている。上記のような各音速の関
係を図１に示す。なお、図１における音速の関係を示す部分においては、矢印Ｖで示すよ
うに、各音速の高さを示す線が左側に位置するほど音速が高いことを示す。
【００２８】
　第２の方向ｄ２において、中央領域Ｂ、第１の低音速領域及び第１の高音速領域がこの
順序で配置されている。同様に、第２の方向ｄ２において、中央領域Ｂ、第２の低音速領
域及び第２の高音速領域がこの順序で配置されている。このように、弾性波装置１はピス
トンモードを利用している。
【００２９】
　なお、ＩＤＴ電極３、第１の質量付加膜８及び第２の質量付加膜９を覆うように、圧電
性基板２上に誘電体膜が設けられていてもよい。
【００３０】
　本実施形態の特徴は、圧電体層としての圧電性基板２の結晶軸Ｚが、圧電性基板２の厚
み方向に対して第２の方向ｄ２に傾斜しており、ピストンモードを利用しており、かつ第
１の低音速領域の構成と第２の低音速領域の構成とが非対称なことにある。すなわち、第
１の低音速領域、ならびに第２の低音速領域で構成されるピストンモード構造が、横モー
ドの変位分布と一致している。それによって、横モードを効果的に抑制することができる
。これを、本実施形態と比較例とを比較することにより、以下において説明する。
【００３１】
　第１の実施形態の構成を有する弾性波装置と、比較例の弾性波装置とを用意した。比較
例は、第１の低音速領域の構成と第２の低音速領域の構成とが対称である点において、第
１の実施形態と異なる。
【００３２】
　第１の実施形態の弾性波装置の条件は以下の通りである。ここで、ＩＤＴ電極の電極指
ピッチにより規定される波長をλとする。電極指ピッチは、ＩＤＴ電極の電極指中心間距
離をいう。
【００３３】
　圧電性基板：材料ＬｉＮｂＯ３、カット角１２０°
　波長λ：４μｍ
　ＩＤＴ電極のデューティ：０．５
　第１の質量付加膜の第２の方向に沿う寸法：０．３λ
　第２の質量付加膜の第２の方向に沿う寸法：０．３２５λ
【００３４】
　比較例の弾性波装置の条件は以下の通りである。
【００３５】
　圧電性基板：材料ＬｉＮｂＯ３、カット角１２０°
　波長λ：４μｍ
　ＩＤＴ電極のデューティ：０．５
　第１の質量付加膜の第２の方向に沿う寸法：０．３λ
　第２の質量付加膜の第２の方向に沿う寸法：０．３λ
【００３６】
　第１の実施形態及び比較例の弾性波装置のインピーダンス周波数特性及びリターンロス
を測定した。
【００３７】
　図３は、第１の実施形態及び比較例のインピーダンス周波数特性を示す図である。図４
は、第１の実施形態及び比較例のリターンロスを示す図である。図５は図４の拡大図であ
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る。図３～図５において、実線は第１の実施形態の結果を示し、破線は比較例の結果を示
す。
【００３８】
　図３中の矢印Ｅに示す周波数においては、比較例では横モードリップルが生じているこ
とがわかる。これに対して、第１の実施形態においては、横モードリップルが抑制されて
いることがわかる。図４中及び図５中の矢印Ｆ及び矢印Ｇに示す周波数においても、比較
例においては横モードリップルが生じているが、第１の実施形態においては横モードリッ
プルが抑制されている。
【００３９】
　上述したように、圧電性基板の結晶軸が第２の方向において傾斜している場合には、圧
電性基板の変位分布は第２の方向において非対称となる。より具体的には、圧電性基板の
第２の方向における中央から第２の低音速領域側に変位が大きい部分が偏る。そのため、
比較例のように、ピストンモードを利用する弾性波装置であっても、横モードの十分な抑
制は困難となる。
【００４０】
　これに対して、図１に示す第１の実施形態においては、第１の低音速領域に配置された
第１の質量付加膜８の第２の方向ｄ２に沿う寸法が、第２の低音速領域に配置された第２
の質量付加膜９の第２の方向ｄ２に沿う寸法よりも大きい。それによって、横モードを効
果的に抑制することができる。
【００４１】
　なお、第１の低音速領域及び第２の低音速領域の構成と、結晶軸Ｚの方向との関係は上
記に限定されない。結晶軸Ｚが厚み方向に対して第２の方向ｄ２に傾斜した圧電性基板２
の変位分布に応じて、第１の低音速領域及び第２の低音速領域の構成を非対称とすればよ
い。
【００４２】
　第１の実施形態においては、各第１の質量付加膜８及び各第２の質量付加膜９はそれぞ
れ１本の電極指上に設けられているが、これに限定されない。図６に示す第１の変形例に
おいては、第１の質量付加膜１８Ａ及び第２の質量付加膜１９Ａは、第１の方向ｄ１に延
びる帯状の形状を有する。１つの第１の質量付加膜１８Ａ及び１つの第２の質量付加膜１
９Ａが、複数の第１の電極指６上及び複数の第２の電極指７上に設けられている。第１の
質量付加膜１８Ａ及び第２の質量付加膜１９Ａは、圧電性基板２上の、平面視における電
極指間に位置する部分にも設けられている。なお、本明細書において平面視とは、圧電性
基板２におけるＩＤＴ電極３が設けられている面の方から見ることをいう。第１の実施形
態と同様に、第１の質量付加膜１８Ａの第２の方向ｄ２に沿う寸法は、第２の質量付加膜
１９Ａの第２の方向ｄ２に沿う寸法よりも大きい。この場合においても、横モードを効果
的に抑制することができる。
【００４３】
　第１の低音速領域の構成と第２の低音速領域の構成とが非対称である形態は、上記に限
定されない。下記に示す第１の実施形態の第２～第５の変形例においても、第１の実施形
態と同様に、横モードを効果的に抑制することができる。
【００４４】
　図７は、第１の実施形態の第２の変形例におけるＩＤＴ電極の一対の電極指付近を示す
平面図である。図８は、第１の実施形態の第３の変形例に係る弾性波装置の断面図である
。なお、図８は、図１中のＩ－Ｉ線に沿う断面に相当する部分を示す。
【００４５】
　図７に示す第２の変形例においては、第１の質量付加膜１８Ｂの第１の方向ｄ１に沿う
寸法が、第２の質量付加膜９の第１の方向ｄ１に沿う寸法よりも大きい。
【００４６】
　図８に示す第３の変形例においては、第１の質量付加膜１８Ｃの厚み方向に沿う寸法は
第２の質量付加膜９の厚み方向に沿う寸法よりも大きい。
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【００４７】
　第１の実施形態及び第１～第３の変形例のように、第１の質量付加膜及び第２の質量付
加膜において、第１の方向ｄ１、第２の方向ｄ２及び厚み方向のうち少なくとも一方の方
向に沿う寸法が異なっていればよい。これにより、第１の低音速領域の構成と第２の低音
速領域の構成とが非対称になっていてもよい。
【００４８】
　図９は、第１の実施形態の第４の変形例におけるＩＤＴ電極の一対の電極指付近を示す
平面図である。
【００４９】
　第４の変形例においては、第１の質量付加膜１８Ｂ及び第２の質量付加膜１９Ｄの、平
面視における形状が異なる。より具体的には、第１の質量付加膜１８Ｂは矩形の形状を有
し、第２の質量付加膜１９Ｄは台形の形状を有する。第２の質量付加膜１９Ｄの第１の方
向ｄ１に沿う寸法は、第２の方向ｄ２において変化している。第１の質量付加膜１８Ｂ及
び第２の質量付加膜１９Ｄの第１の方向ｄ１に沿う寸法は、第２のバスバー５側の端部に
おいては同じである。他方、第２のバスバー５側の端部以外の部分においては、第１の質
量付加膜１８Ｂの第１の方向ｄ１に沿う寸法は、第２の質量付加膜１９Ｄの第１の方向ｄ
１に沿う寸法よりも大きい。平面視において、第１の質量付加膜１８Ｂの面積は第２の質
量付加膜１９Ｄの面積よりも大きい。なお、第１の質量付加膜１８Ｂの形状と第２の質量
付加膜１９Ｄの形状とが異なる態様は上記に限定されない。
【００５０】
　図１０は、第１の実施形態の第５の変形例に係る弾性波装置の平面図である。
【００５１】
　第５の変形例においては、第１の質量付加膜１８Ｅ及び第２の質量付加膜９が設けられ
ている電極指の頻度が異なる。より具体的には、第１の質量付加膜１８Ｅは、第１の実施
形態と同様に、全ての第１の電極指６上及び全ての第２の電極指７上に設けられている。
他方、第２の質量付加膜９は、全ての第１の電極指６上に設けられているが、第２の電極
指７上には設けられていない。これにより、第１の低音速領域の構成と第２の低音速領域
の構成とが、全体として非対称となっている。なお、本変形例においては、第１の質量付
加膜１８Ｅ及び第２の質量付加膜９において、第１の方向ｄ１、第２の方向ｄ２及び厚み
方向のいずれの方向に沿う寸法も同じである。
【００５２】
　もっとも、本変形例は一例であって、例えば、第１の質量付加膜１８Ｅが設けられてい
る電極指の周期と、第２の質量付加膜９が設けられている電極指の周期とが異なっていて
もよい。第１の質量付加膜１８Ｅ及び第２の質量付加膜９において、第１の方向ｄ１、第
２の方向ｄ２及び厚み方向のうち少なくとも一方の方向に沿う寸法が異なっていてもよい
。
【００５３】
　上述したように、第１の実施形態の圧電性基板は、圧電体層のみからなる圧電基板であ
る。もっとも、圧電性基板の構成は上記に限定されない。以下において、圧電性基板の構
成のみが第１の実施形態と異なる、第１の実施形態の第６～第９の変形例を示す。第６～
第９の変形例においても、第１の実施形態と同様に、横モードを効果的に抑制することが
できる。
【００５４】
　図１１に示す第６の変形例においては、圧電性基板１２Ａは、高音速材料層と、高音速
材料層上に設けられている圧電体層１６とを有する。圧電体層１６は、第１の実施形態の
圧電性基板２と同様に、結晶軸Ｚを有する。圧電体層１６の結晶軸Ｚは、圧電体層１６の
厚み方向に対して第２の方向ｄ２に傾斜している。
【００５５】
　高音速材料層は相対的に高音速な層である。より具体的には、高音速材料層を伝搬する
バルク波の音速は、圧電体層１６を伝搬する弾性波の音速よりも高い。本変形例の高音速
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材料層は高音速支持基板１４Ａである。本変形例においては、圧電体層１６は、高音速支
持基板１４Ａ上に直接的に設けられている。圧電体層１６上にＩＤＴ電極３が設けられて
いる。
【００５６】
　圧電体層１６の材料としては、例えば、ニオブ酸リチウムまたはタンタル酸リチウムな
どの圧電単結晶を用いることができる。
【００５７】
　高音速支持基板１４Ａの材料としては、例えば、酸化アルミニウム、炭化ケイ素、窒化
ケイ素、酸窒化ケイ素、シリコン、サファイア、タンタル酸リチウム、ニオブ酸リチウム
、水晶、アルミナ、ジルコニア、コージライト、ムライト、ステアタイト、フォルステラ
イト、マグネシア、ＤＬＣ（ダイヤモンドライクカーボン）膜またはダイヤモンドなど、
上記材料を主成分とする媒質を用いることができる。
【００５８】
　本変形例の弾性波装置は、高音速材料層としての高音速支持基板１４Ａ及び圧電体層１
６が積層された構成を有するため、弾性波のエネルギーを圧電体層１６側に効果的に閉じ
込めることができる。
【００５９】
　図１２に示す第７の変形例においては、圧電性基板１２Ｂは、高音速支持基板１４Ａと
、高音速支持基板１４Ａ上に設けられている低音速膜１５と、低音速膜１５上に設けられ
ている圧電体層１６とを有する。低音速膜１５は相対的に低音速な膜である。より具体的
には、低音速膜１５を伝搬するバルク波の音速は、圧電体層１６を伝搬するバルク波の音
速よりも低い。本変形例においては、圧電体層１６は、高音速支持基板１４Ａ上に低音速
膜１５を介して間接的に設けられている。
【００６０】
　低音速膜１５の材料としては、例えば、酸化ケイ素、ガラス、酸窒化ケイ素、酸化タン
タル、または、酸化ケイ素にフッ素、炭素やホウ素を加えた化合物を主成分とする材料を
用いることができる。
【００６１】
　本変形例の弾性波装置は、高音速材料層としての高音速支持基板１４Ａ、低音速膜１５
及び圧電体層１６が積層された構成を有するため、弾性波のエネルギーを圧電体層１６側
に効果的に閉じ込めることができる。
【００６２】
　図１３に示す第８の変形例においては、高音速材料層は高音速膜１４Ｂである。圧電性
基板１２Ｃは、支持基板１３と、支持基板１３上に設けられている高音速膜１４Ｂと、高
音速膜１４Ｂ上に設けられている低音速膜１５と、低音速膜１５上に設けられている圧電
体層１６とを有する。圧電性基板１２Ｃが高音速膜１４Ｂを有する場合には、支持基板１
３には相対的に高音速な材料を用いることを要しない。
【００６３】
　支持基板１３の材料としては、例えば、酸化アルミニウム、タンタル酸リチウム、ニオ
ブ酸リチウム、水晶などの圧電体、アルミナ、マグネシア、窒化ケイ素、窒化アルミニウ
ム、炭化ケイ素、ジルコニア、コージライト、ムライト、ステアタイト、フォルステライ
トなどの各種セラミック、サファイア、ダイヤモンド、ガラスなどの誘電体、シリコン、
窒化ガリウムなどの半導体または樹脂などを用いることができる。
【００６４】
　高音速膜１４Ｂの材料としては、例えば、酸化アルミニウム、炭化ケイ素、窒化ケイ素
、酸窒化ケイ素、シリコン、サファイア、タンタル酸リチウム、ニオブ酸リチウム、水晶
、アルミナ、ジルコニア、コージライト、ムライト、ステアタイト、フォルステライト、
マグネシア、ＤＬＣ膜またはダイヤモンドなど、上記材料を主成分とする媒質を用いるこ
とができる。
【００６５】
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　本変形例の弾性波装置は、高音速材料層としての高音速膜１４Ｂ、低音速膜１５及び圧
電体層１６が積層された構成を有するため、弾性波のエネルギーを圧電体層１６側に効果
的に閉じ込めることができる。
【００６６】
　図１４に示す第９の変形例においては、圧電性基板１２Ｄは、支持基板１３と、支持基
板１３上に設けられている音響反射膜１７と、音響反射膜１７上に設けられている圧電体
層１６とを有する。
【００６７】
　音響反射膜１７は複数の音響インピーダンス層の積層体である。より具体的には、音響
反射膜１７は、相対的に音響インピーダンスが低い低音響インピーダンス層１７ａ及び低
音響インピーダンス層１７ｃと、相対的に音響インピーダンスが高い高音響インピーダン
ス層１７ｂ及び高音響インピーダンス層１７ｄとを有する。本変形例においては、音響反
射膜１７において、低音響インピーダンス層及び高音響インピーダンス層は交互に積層さ
れている。なお、低音響インピーダンス層１７ａが音響反射膜１７において最も圧電体層
１６側に位置する層である。
【００６８】
　音響反射膜１７は、低音響インピーダンス層及び高音響インピーダンス層をそれぞれ２
層ずつ有する。もっとも、音響反射膜１７は、低音響インピーダンス層及び高音響インピ
ーダンス層をそれぞれ少なくとも１層ずつ有していればよい。
【００６９】
　低音響インピーダンス層の材料としては、酸化ケイ素またはアルミニウムなどを用いる
ことができる。
【００７０】
　高音響インピーダンス層の材料としては、例えば、白金またはタングステンなどの金属
や、窒化アルミニウムまたは窒化ケイ素などの誘電体を用いることができる。
【００７１】
　本変形例の弾性波装置においては、音響反射膜１７上に圧電体層１６が積層された構造
を有するため、弾性波のエネルギーを圧電体層１６側に効果的に閉じ込めることができる
。
【００７２】
　上記の第１の実施形態及び各変形例においては、第１の低音速領域及び第２の低音速領
域が、質量付加膜が配置されることにより構成されている例を示した。なお、第１の低音
速領域及び第２の低音速領域の構成は上記に限定されない。下記の第２の実施形態におい
て、質量付加膜が設けられていない例を示す。
【００７３】
　図１５は、第２の実施形態におけるＩＤＴ電極の一対の電極指付近を示す平面図である
。なお、図１５以降の平面図においては、後述する第１の幅広部の一部をハッチングによ
り示すことがある。
【００７４】
　本実施形態は、第１の電極指２６及び第２の電極指２７の構成並びに質量付加膜が設け
られていない点において、第１の実施形態と異なる。上記の点以外においては、本実施形
態の弾性波装置は第１の実施形態の弾性波装置１と同様の構成を有する。
【００７５】
　より具体的には、第１の電極指２６及び第２の電極指２７の第１の方向ｄ１に沿う寸法
を幅としたときに、第１の電極指２６は、第１の低音速領域に位置する部分において、中
央領域Ｂに位置する部分よりも幅が広い第１の幅広部２６ａを有する。さらに、第１の電
極指２６は、第２の低音速領域に位置する部分において、中央領域Ｂに位置する部分より
も幅が広い第２の幅広部２６ｂを有する。
【００７６】
　同様に、第２の電極指２７は、第１の低音速領域に位置する部分において、中央領域Ｂ
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に位置する部分よりも幅が広い第１の幅広部２７ａを有する。さらに、第２の電極指２７
は、第２の低音速領域に位置する部分において、中央領域Ｂに位置する部分よりも幅が広
い第２の幅広部２７ｂを有する。これにより、第１の低音速領域及び第２の低音速領域に
おける音速が中央領域Ｂにおける音速よりも低くなっている。
【００７７】
　図１５に示すように、第１の電極指２６の第１の幅広部２６ａの第２の方向ｄ２に沿う
寸法が、第２の幅広部２６ｂの第２の方向ｄ２に沿う寸法よりも大きい。同様に、第２の
電極指２７の第１の幅広部２７ａの第２の方向に沿う寸法が、第２の幅広部２７ｂの第２
の方向に沿う寸法よりも大きい。これにより、第１の低音速領域の構成と第２の低音速領
域の構成とが非対称となっている。それによって、第１の実施形態と同様に、横モードを
効果的に抑制することができる。
【００７８】
　なお、第１の幅広部及び第２の幅広部において、第１の方向及び第２の方向のうち少な
くとも一方の方向に沿う寸法が異なっていればよい。図１６に示す第２の実施形態の変形
例においては、第１の電極指３６の第１の幅広部３６ａの第１の方向ｄ１に沿う寸法が、
第２の幅広部３６ｂの第１の方向ｄ１に沿う寸法よりも大きい。同様に、第２の電極指３
７の第１の幅広部３７ａの第１の方向ｄ１に沿う寸法が第２の幅広部３７ｂの第１の方向
ｄ１に沿う寸法よりも大きい。この場合においても、横モードを効果的に抑制することが
できる。
【００７９】
　本実施形態においても、第１のエッジ領域Ｃａ及び第２のエッジ領域Ｃｂにおいて質量
付加膜が設けられていてもよい。この場合、例えば、第１の実施形態と同様に、第１の質
量付加膜８及び第２の質量付加膜９が設けられていてもよい。
【００８０】
　図１７は、第３の実施形態に係る弾性波装置の断面図である。図１７は、図１中のＩ－
Ｉ線に沿う断面に相当する部分を示す。なお、図１７以降の断面図においては、誘電体膜
の一部を、他の部分とは異なるハッチングにより示すことがある。
【００８１】
　本実施形態は、圧電性基板２上に、ＩＤＴ電極３を覆うように誘電体膜４３が設けられ
ている点及び質量付加膜が設けられていない点において、第１の実施形態と異なる。上記
の点以外においては、本実施形態の弾性波装置は第１の実施形態の弾性波装置１と同様の
構成を有する。誘電体膜４３の材料としては、例えば、酸化ケイ素、窒化ケイ素または酸
窒化ケイ素などを用いることができる。
【００８２】
　本実施形態においては、中央領域Ｂにおける誘電体膜４３の厚みと、第１のエッジ領域
Ｃａ及び第２のエッジ領域Ｃｂにおける誘電体膜４３の厚みとが異なる。より具体的には
、第１のエッジ領域Ｃａ及び前記第２のエッジ領域Ｃｂにおける誘電体膜４３の厚みは、
中央領域Ｂにおける誘電体膜４３の厚みよりも薄い。これにより、第１のエッジ領域Ｃａ
及び第２のエッジ領域Ｃｂにおいて、第１の低音速領域及び第２の低音速領域が構成され
ている。
【００８３】
　さらに、第１の低音速領域における誘電体膜４３の厚みと第２の低音速領域における誘
電体膜４３の厚みとが異なる。より具体的には、第１の低音速領域における誘電体膜４３
の厚みが第２の低音速領域における誘電体膜４３の厚みよりも厚い。図１７においては、
誘電体膜４３の中央領域Ｂ以外に位置する部分であり、かつ第２の低音速領域における厚
みよりも厚い部分を、他の部分とは異なるハッチングにより示す。誘電体膜４３の厚みが
異なることにより、第１の低音速領域の構成と第２の低音速領域の構成とが非対称となっ
ている。それによって、第１の実施形態と同様に、横モードを効果的に抑制することがで
きる。
【００８４】



(13) JP 6819834 B1 2021.1.27

10

20

30

40

50

　なお、本実施形態では、第１の高音速領域における誘電体膜４３の厚み及び第１の低音
速領域における誘電体膜４３の厚みは同じである。第２の高音速領域における誘電体膜４
３の厚み及び第２の低音速領域における誘電体膜４３の厚みは同じである。もっとも、第
１の高音速領域における誘電体膜４３の厚みと第１の低音速領域における誘電体膜４３の
厚みとは異なっていてもよい。同様に、第２の高音速領域における誘電体膜４３の厚みと
第２の低音速領域における誘電体膜４３の厚みとは異なっていてもよい。
【００８５】
　図１８は、第４の実施形態に係る弾性波装置の断面図である。図１９は、第４の実施形
態におけるＩＤＴ電極の一対の電極指付近を示す平面図である。なお、図１９以降の平面
図においては、誘電体膜を省略して示すことがある。
【００８６】
　図１８に示すように、本実施形態は、誘電体膜５３中に埋め込まれた第３の質量付加膜
５８及び第４の質量付加膜５９を有する点において、第３の実施形態と異なる。本実施形
態は、誘電体膜５３の厚みが一定である点においても、第３の実施形態と異なる。より具
体的には、誘電体膜５３の中央領域Ｂにおける厚み、第１の低音速領域における厚み及び
第２の低音速領域における厚みは同じである。上記の点以外においては、本実施形態の弾
性波装置は第３の実施形態の弾性波装置と同様の構成を有する。
【００８７】
　第３の質量付加膜５８は、誘電体膜５３における、平面視において第１のエッジ領域Ｃ
ａに位置する部分に埋め込まれている。これにより、第１の低音速領域が構成されている
。なお、より具体的には、複数の第３の質量付加膜５８はそれぞれ、平面視において第１
の電極指６または第２の電極指７に重なるように設けられている。第３の質量付加膜５８
はＩＤＴ電極３に接していない。
【００８８】
　同様に、第４の質量付加膜５９は、誘電体膜５３における、平面視において第２のエッ
ジ領域Ｃｂに位置する部分に埋め込まれている。これにより、第２の低音速領域が構成さ
れている。なお、より具体的には、複数の第４の質量付加膜５９はそれぞれ、平面視にお
いて第１の電極指６または第２の電極指７に重なるように設けられている。なお、第４の
質量付加膜５９はＩＤＴ電極３に接していない。
【００８９】
　本実施形態においては、第３の質量付加膜５８及び第４の質量付加膜５９の第１の方向
ｄ１に沿う寸法は第１の電極指６及び第２の電極指７の第１の方向ｄ１に沿う寸法よりも
大きい。なお、第３の質量付加膜５８及び第４の質量付加膜５９の第１の方向ｄ１に沿う
寸法は第１の電極指６及び第２の電極指７の第１の方向ｄ１に沿う寸法以下であってもよ
い。
【００９０】
　第３の質量付加膜５８及び第４の質量付加膜５９には、適宜の金属または誘電体を用い
ることができる。本実施形態においては、第３の質量付加膜５８及び第４の質量付加膜５
９は同じ材料からなる。
【００９１】
　図１８及び図１９に示すように、第３の質量付加膜５８の第２の方向ｄ２に沿う寸法は
、第４の質量付加膜５９の第２の方向ｄ２に沿う寸法よりも大きい。これにより、第１の
低音速領域の構成と第２の低音速領域の構成とが非対称となっている。それによって、第
３の実施形態と同様に、横モードを効果的に抑制することができる。
【００９２】
　なお、誘電体膜５３の厚みは、第３の実施形態と同様に、各領域間において異なってい
てもよい。
【００９３】
　第３の質量付加膜及び第４の質量付加膜が設けられている場合において、第１の実施形
態の第１～第５の変形例と同様に、第１の低音速領域の構成と第２の低音速領域の構成と
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が非対称になっていてもよい。この場合においても、第４の実施形態と同様に、横モード
を効果的に抑制することができる。
【００９４】
　例えば、第３の質量付加膜及び第４の質量付加膜において、第１の方向、第２の方向及
び厚み方向のうち少なくとも一方の方向に沿う寸法が異なっていてもよい。図２０に示す
第４の実施形態の第１の変形例においては、第３の質量付加膜６８Ａの第１の方向ｄ１に
沿う寸法が、第４の質量付加膜５９の第１の方向ｄ１に沿う寸法よりも大きい。図２１に
示す第４の実施形態の第２の変形例においては、第３の質量付加膜６８Ｂの厚み方向に沿
う寸法は第４の質量付加膜５９の厚み方向に沿う寸法よりも大きい。
【００９５】
　第３の質量付加膜及び第４の質量付加膜が、第１の方向に延びる帯状の形状を有し、第
３の質量付加膜の第２の方向に沿う寸法と、第４の質量付加膜の第２の方向に沿う寸法と
が異なっていてもよい。第３の質量付加膜及び第４の質量付加膜の、平面視における形状
が異なっていてもよい。あるいは、平面視において第３の質量付加膜と重なる電極指の頻
度と、第４の質量付加膜と重なる電極指の頻度とが異なっていてもよい。
【００９６】
　図２２は、第５の実施形態に係る弾性波装置の平面図である。図２３は、第５の実施形
態に係る弾性波装置の断面図である。図２３は、図１中のＩ－Ｉ線に沿う断面に相当する
部分を示す。なお、以下においては、平面視において重なっていることを、単に重なって
いると記載することもある。
【００９７】
　図２２及び図２３に示すように、本実施形態は、第５の質量付加膜７８及び第６の質量
付加膜７９が、圧電性基板１２ＣとＩＤＴ電極３との間に設けられている点において、第
１の実施形態と異なる。本実施形態は、第１の実施形態の第８の変形例と同様の圧電性基
板１２Ｃを有する点においても、第１の実施形態と異なる。上記の点以外においては、本
実施形態の弾性波装置は第１の実施形態の弾性波装置１と同様の構成を有する。なお、第
５の質量付加膜７８及び第６の質量付加膜７９の材料としては、適宜の誘電体を用いるこ
とができる。
【００９８】
　図２３に示すように、本実施形態においては、第１のバスバー４、第２のバスバー５、
第１の電極指６及び第２の電極指７の各端面は、ＩＤＴ電極３の厚み方向に対して傾斜し
て延びている。第１の質量付加膜７８及び第２の質量付加膜７９の各端面は、各質量付加
膜の厚み方向に対して傾斜して延びている。もっとも、第１の実施形態と同様に、上記各
端面は、ＩＤＴ電極３または各質量付加膜の厚み方向と平行に延びていてもよい。
【００９９】
　図２２及び図２３に示すように、第５の質量付加膜７８及び第６の質量付加膜７９はシ
ート状である。第５の質量付加膜７８は、平面視において、第１のエッジ領域Ｃａ及び第
１のギャップ領域Ｄａに重なっており、かつ第１のバスバー４の一部に重なっている。よ
り具体的には、第５の質量付加膜７８は、平面視において、第１のエッジ領域Ｃａ及び第
１のギャップ領域Ｄａにおける、電極指が配置されている部分及び電極指間の部分の両方
と重なっている。もっとも、第５の質量付加膜７８は、平面視において、第１のエッジ領
域Ｃａに重なっていればよい。例えば、第５の質量付加膜７８は、第１のギャップ領域Ｄ
ａ及び第１のバスバー４には重なっていなくともよい。
【０１００】
　第６の質量付加膜７９は、平面視において、第２のエッジ領域Ｃｂ及び第２のギャップ
領域Ｄｂに重なっており、かつ第２のバスバー５の一部に重なっている。より具体的には
、第６の質量付加膜７９は、平面視において、第２のエッジ領域Ｃｂ及び第２のギャップ
領域Ｄｂにおける、電極指が配置されている部分及び電極指間の部分の両方と重なってい
る。もっとも、第６の質量付加膜７９は、平面視において、第２のエッジ領域Ｃｂに重な
っていればよい。例えば、第６の質量付加膜７９は、第２のギャップ領域Ｄｂ及び第１の
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バスバー４には重なっていなくともよい。
【０１０１】
　本実施形態においては、第１のエッジ領域Ｃａにおいて、第１の電極指６及び第２の電
極指７が第５の質量付加膜７８上に設けられていることにより、第１の低音速領域が構成
されている。一方で、第２のエッジ領域Ｃｂにおいて、第１の電極指６及び第２の電極指
７が第６の質量付加膜７９上に設けられていることにより、第２の低音速領域が構成され
ている。
【０１０２】
　第１の電極指６及び第２の電極指７において、第１の質量付加膜７８上に設けられてい
る部分の第２の方向ｄ２に沿う寸法は、第２の質量付加膜７９上に設けられている部分の
第２の方向ｄ２に沿う寸法よりも大きい。これにより、第１の低音速領域の構成と第２の
低音速領域の構成とが非対称になっている。それによって、第１の実施形態と同様に、横
モードを効果的に抑制することができる。
【０１０３】
　加えて、圧電性基板１２Ｃにおいて、高音速材料層としての高音速膜１４Ｂ、低音速膜
１５及び圧電体層１６が積層された構成を有するため、弾性波のエネルギーを圧電体層１
６側に効果的に閉じ込めることもできる。もっとも、圧電性基板１２Ｃの構成は上記に限
定されず、例えば、第１の実施形態と同様に圧電基板として構成されていてもよい。
【０１０４】
　ところで、第５の質量付加膜７８の厚みと第６の質量付加膜７９の厚みとが異なってい
ることにより、第１の低音速領域の構成と第２の低音速領域の構成とが非対称になってい
てもよい。この場合には、第１の電極指６及び第２の電極指７において、第１の質量付加
膜７８上に設けられている部分の第２の方向ｄ２に沿う寸法と、第２の質量付加膜７９上
に設けられている部分の第２の方向ｄ２に沿う寸法とは同じでもよい。
【０１０５】
　なお、第５の質量付加膜７８及び第６の質量付加膜７９はシート状には限定されない。
例えば、第５の質量付加膜７８及び第６の質量付加膜７９は、図６に示した第１の質量付
加膜１８Ａ及び第２の質量付加膜１９Ａのように、帯状であってもよい。あるいは、第５
の質量付加膜７８及び第６の質量付加膜７９は、図１に示したように、複数の個片状の質
量付加膜であってもよい。この場合には、第５の質量付加膜７８及び第６の質量付加膜７
９において、第１の方向ｄ１、第２の方向ｄ２及び厚み方向のうち少なくとも一方の方向
に沿う寸法が異なっていればよい。あるいは、第５の質量付加膜７８及び第６の質量付加
膜７９の、平面視における形状が異なっていてもよい。平面視において第５の質量付加膜
７８と重なる電極指の頻度と、第４の質量付加膜７９と重なる電極指の頻度とが異なって
いてもよい。
【符号の説明】
【０１０６】
１…弾性波装置
２…圧電性基板
３…ＩＤＴ電極
４，５…第１，第２のバスバー
６，７…第１，第２の電極指
８，９…第１，第２の質量付加膜
１０Ａ，１０Ｂ…反射器
１２Ａ～１２Ｄ…圧電性基板
１３…支持基板
１４Ａ…高音速支持基板
１４Ｂ…高音速膜
１５…低音速膜
１６…圧電体層
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１７…音響反射膜
１７ａ…低音響インピーダンス層
１７ｂ…高音響インピーダンス層
１７ｃ…低音響インピーダンス層
１７ｄ…高音響インピーダンス層
１８Ａ～１８Ｃ，１８Ｅ…第１の質量付加膜
１９Ａ，１９Ｄ…第２の質量付加膜
２６，２７…第１，第２の電極指
２６ａ，２７ａ…第１の幅広部
２６ｂ，２７ｂ…第２の幅広部
３６，３７…第１，第２の電極指
３６ａ，３７ａ…第１の幅広部
３６ｂ，３７ｂ…第２の幅広部
４３…誘電体膜
５３…誘電体膜
５８，５９…第３，第４の質量付加膜
６８Ａ，６８Ｂ…第３の質量付加膜
７８，７９…第５，第６の質量付加膜
Ｚ…結晶軸
【要約】
　横モードを効果的に抑制することができる、弾性波装置を提供する。
　弾性波装置１は、結晶軸Ｚを有する圧電性基板２（圧電体層）と、圧電性基板２上に設
けられているＩＤＴ電極３とを備える。弾性波伝搬方向を第１の方向ｄ１とし、第１の方
向ｄ１に直交する方向を第２の方向ｄ２としたときに、圧電性基板２の結晶軸Ｚは、厚み
方向に対して第２の方向ｄ２に傾斜している。ＩＤＴ電極３は、互いに間挿し合う複数の
第１の電極指６と複数の第２の電極指とを有する。第１の電極指６と第２の電極指とが第
１の方向ｄ１において重なり合っている部分が交叉領域Ａである。交叉領域Ａは、第２の
方向ｄ２における中央側に位置している中央領域Ｂと、中央領域Ｂの第２の方向ｄ２両側
に配置されており、かつ中央領域Ｂにおける音速より音速が低い第１，第２の低音速領域
とを有する。第１の低音速領域の構成と第２の低音速領域の構成とは非対称である。
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